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国　税／�9月分源泉所得税の納付� 10月13日
国　税／�特別農業所得者への予定納税基準額等の通知

� 10月15日
国　税／�8月決算法人の確定申告�

� （法人税・消費税等） 11月2日
国　税／�2月決算法人の中間申告� 11月2日
国　税／�11月、2月、5月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 11月2日
地方税／�個人住民税第3期分の納付�

� 市区町村の条例で定める日
労　務／�労働者死傷病報告（7月〜9月分）� 11月2日
労　務／�労災の年金受給者の定期報告
� （7月〜12月生まれ） 11月2日
労　務／�労働保険料第2期分の納付� 11月2日
� （労働保険事務組合委託の場合は11月16日）

　ビール系飲料の酒税は、酒類間の税負担の
公平性を回復することなどを目的に段階的に
見直されてきましたが、今年10月から最終段
階として税率が一律54.25円（350ml缶換算）に
一本化されます。ビールは約9円の減税とな
る一方、発泡酒（麦芽比率25％未満）と新ジャ
ンルは約7円の増税となります。

ワンポイント ビール系飲料の「酒税」統一

10 月 の 税 務 と 労 務10月（神無月）OCTOBER
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10 月号─2

　

本
年
６
月
５
日
に
「
健
康
保
険
法

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
公

布
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
改
正
は
、
将
来
に
わ
た
り
医

療
保
険
制
度
を
持
続
可
能
な
も
の
と

す
る
た
め
、
現
役
世
代
を
中
心
に
保

険
料
負
担
の
上
昇
を
抑
制
し
な
が

ら
、
給
付
と
負
担
の
見
直
し
を
行
う

も
の
で
す
。
改
正
に
至
っ
た
背
景
に

は
、
医
療
の
高
度
化
、
高
額
な
医
薬

品
の
開
発
・
普
及
、
高
齢
化
の
進
展
、

現
役
世
代
を
中
心
と
し
た
保
険
料
負

担
の
増
加
な
ど
が
あ
り
ま
し
た
。

　

改
正
項
目
は
多
岐
に
わ
た
り
、
日

常
的
な
医
療
に
用
い
る
医
薬
品
の
保

険
給
付
の
見
直
し
、
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
に
お
け
る
金
融
所
得
の
反

映
、
妊
娠
・
出
産
へ
の
支
援
強
化
、

子
育
て
世
帯
の
国
民
健
康
保
険
料
軽

減
な
ど
が
順
次
施
行
さ
れ
る
予
定
で

す
。

　

今
回
は
、
そ
れ
ら
の
う
ち
令
和
８

年
８
月
１
日
に
施
行
さ
れ
た
高
額
療

養
費
制
度
の
見
出
し
を
中
心
に
、
改

正
事
項
を
確
認
し
ま
す
。

　
高
額
療
養
費
制
度
の
改
正

１　
制
度
概
要

　

高
額
療
養
費
制
度
は
、
医
療
機
関

等
で
支
払
う
医
療
費
が
高
額
に
な
っ

た
場
合
に
、
年
齢
や
所
得
に
応
じ
て

定
め
ら
れ
た
自
己
負
担
限
度
額
を
超

え
た
部
分
に
つ
い
て
、
後
か
ら
支
給

を
受
け
ら
れ
る
制
度（
※
）で
す
。

※　

医
療
費
が
高
額
に
な
る
こ
と
が
事

前
に
わ
か
っ
て
い
る
場
合
は
、
窓
口

で
負
担
す
る
医
療
費
を
、
高
額
療

養
費
制
度
に
よ
る
自
己
負
担
の
限

度
額
ま
で
と
す
る
仕
組
み
も
あ
り

ま
す
（
マ
イ
ナ
保
険
証
を
利
用
、
ま

た
は
あ
ら
か
じ
め
所
定
の
手
続
き

を
し
、
限
度
額
適
用
認
定
証
の
交

付
を
受
け
る
）。

　

が
ん
治
療
、
難
病
治
療
、
長
期
入

院
、
継
続
的
な
高
額
薬
剤
の
使
用
な

ど
で
は
、
毎
月
の
医
療
費
負
担
が
大

き
く
な
り
ま
す
。
高
額
療
養
費
制
度

は
、
こ
う
し
た
場
合
に
家
計
へ
の
急

激
な
負
担
を
抑
え
る
役
割
を
果
た
し

て
い
ま
す
。

　

一
方
で
、
医
療
技
術
の
進
歩
に
よ

り
、
治
療
の
選
択
肢
は
増
え
て
い
ま

す
。
こ
れ
は
患
者
に
と
っ
て
望
ま
し

い
こ
と
で
す
が
、
医
療
費
全
体
、
特

に
高
額
療
養
費
の
支
給
額
が
増
え
て

い
く
こ
と
か
ら
、
制
度
を
将
来
に
わ

た
っ
て
維
持
し
て
い
く
た
め
に
見
直

し
が
必
要
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

２　
改
正
概
要

　

今
回
の
改
正
で
は
、
長
期
療
養
者

や
低
所
得
者
の
経
済
的
負
担
の
在
り

方
に
配
慮
し
つ
つ
、
制
度
を
将
来
に

わ
た
っ
て
堅
持
し
て
い
く
た
め
の
見

直
し
が
行
わ
れ
ま
し
た
（
令
和
８
年

８
月
１
日
施
行
）。

　

改
正
後
の
自
己
負
担
額
は
、
所
得

区
分
に
応
じ
数
段
階
に
分
け
て
定
め

ら
れ
て
い
る
た
め
、
本
記
事
で
は
主

に
見
直
し
の
方
向
性
に
触
れ
、
自
己

負
担
額
の
一
例
を
取
り
上
げ
ま
す
。

※　

自
己
負
担
限
度
額
は
、
令
和
９
年

８
月
１
日
以
降
、
所
得
区
分
を
さ

ら
に
細
分
化
し
た
う
え
で
、
月
額

上
限
を
引
き
上
げ
る
こ
と
が
予
定

さ
れ
て
い
ま
す
。

⑴　

長
期
療
養
者
へ
の
配
慮

①　

多
数
回
該
当
の
金
額
据
え
置
き

　
　

長
期
に
継
続
し
て
治
療
を
受
け

て
い
る
方
の
経
済
的
負
担
を
増
加

さ
せ
な
い
観
点
か
ら
、
今
回
の
高

額
療
養
費
制
度
の
見
直
し
に
あ
た

り
、
従
来
か
ら
設
け
ら
れ
て
い
た

多
数
回
該
当
（
高
額
療
養
費
が
過

去
12
か
月
以
内
に
３
回
以
上
支
給

さ
れ
た
場
合
、
４
回
目
以
降
の
自

己
負
担
限
度
額
が
下
が
る
特
例
措

置
）
の
自
己
負
担
額
を
据
え
置
く

こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

②　

年
間
上
限
の
導
入

　
　

毎
月
の
医
療
費
が
高
額
療
養
費

医療保険制度改正法の成立医療保険制度改正法の成立
高額療養費制度の高額療養費制度の
見直し等　　　　見直し等　　　　

【例】�年収約370～770万円の
自己負担限度額（月額）

改正前
　80,100円＋
　（医療費－267,000円）×1％
　〈多数回該当　44,400円〉

令和8年8月1日以降
　85,800円＋
　（医療費－286,000円）×1％
　〈多数回該当　44,400円〉



3─10月号

の
月
額
上
限
に
わ
ず
か
に
届
か

ず
、
多
数
回
該
当
に
該
当
し
な
い

ケ
ー
ス
も
あ
る
た
め
、
多
数
回
該

当
に
該
当
し
な
い
長
期
療
養
者
の

経
済
的
負
担
に
も
配
慮
し
、
新
た

に
「
年
間
上
限
」
が
導
入
さ
れ
ま

し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
月
単
位
の

「
限
度
額
」
に
到
達
し
な
い
方
で

あ
っ
て
も
、
年
間
上
限
に
達
し
た

場
合
に
は
、
当
該
年
に
お
い
て
そ

れ
以
上
の
負
担
は
不
要
と
な
り
ま

す
。

　
　

厚
生
労
働
省
が
公
表
し
た
見
直

し
前
後
の
負
担
比
較
（
年
収
約
３

７
０
万
円
～
約
７
７
０
万
円
の
場

合
）
で
は
、
見
直
し
前
の
自
己
負

担
年
額
76
・
７
万
円
が
、
年
間
上

限
の
導
入
後
は
53
・
０
万
円
と
な

り
、
年
間
23
・
７
万
円
の
負
担
減

に
な
る
例
が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
　

今
回
の
改
正
で
は
、
所
得
区
分

の
見
直
し
や
区
分
ご
と
の
負
担
上

限
額
の
引
上
げ
も
行
わ
れ
て
お

り
、
全
て
の
方
の
負
担
が
下
が
る

も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
長
期

療
養
者
へ
の
配
慮
と
し
て
、
多
数

回
該
当
の
金
額
を
据
え
置
く
こ

と
、
低
所
得
者
へ
の
配
慮（
後
述
）

を
行
う
こ
と
、
年
間
上
限
を
導
入

す
る
こ
と
な
ど
が
示
さ
れ
て
い
る

点
は
、
制
度
の
方
向
性
と
し
て
押

さ
え
て
お
き
た
い
ポ
イ
ン
ト
で
す
。

⑵　

低
所
得
者
へ
の
配
慮

①　

年
収
２
０
０
万
円
未
満
の
層
へ

の
配
慮

　
　

今
回
の
見
直
し
で
は
、
低
所
得

者
へ
の
配
慮
も
行
わ
れ
て
お
り
、

住
民
税
非
課
税
ラ
イ
ン
を
若
干
上

回
る
年
収
層
（
年
収
２
０
０
万
円

未
満
）
に
つ
い
て
、
多
数
回
該
当

の
金
額
を
引
き
下
げ
る
（
現
行
４

万
４
千
４
百
円
→
令
和
９
年
８
月

以
降
は
３
万
４
千
５
百
円
）
こ
と

が
示
さ
れ
て
い
ま
す
。

②　

住
民
税
非
課
税
区
分
に
外
来
年

間
上
限
を
導
入

　
　

70
歳
以
上
の
外
来
特
例
に
つ
い

て
も
、
所
得
や
負
担
能
力
に
応
じ

た
負
担
の
考
え
方
を
踏
ま
え
つ

つ
、
低
所
得
者
に
配
慮
す
る
見
直

し
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
　

住
民
税
非
課
税
区
分
で
は
、
外

来
の
月
額
上
限
が
従
前
の
８
千
円

か
ら
令
和
８
年
８
月
以
降
は
１
万

１
千
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た

が
、
新
た
に
年
間
上
限
９
万
６
千

円
が
設
け
ら
れ
、
年
間
の
自
己
負

担
額
が
従
前
よ
り
増
え
な
い
仕
組

み
と
さ
れ
ま
し
た
。

３　
企
業
の
対
応
例

　

今
回
の
高
額
療
養
費
制
度
の
見
直

し
を
契
機
と
し
て
企
業
側
で
は
、
傷

病
手
当
金
（
休
業
の
た
め
給
与
を
受

け
ら
れ
な
い
と
き
に
健
康
保
険
制
度

よ
り
支
給
）の
再
確
認
、
休
職
規
程
、

復
職
判
定
、
短
時
間
勤
務
、
通
院
配

慮
な
ど
の
運
用
を
確
認
し
て
お
く
と

よ
い
で
し
ょ
う
。

　
そ
の
他
の
改
正

　

高
額
療
養
費
制
度
以
外
の
改
正

（
一
部
）
を
見
て
い
き
ま
す
（
公
布
日

＝
令
和
８
年
６
月
５
日
）。

⑴　

一
部
保
険
外
療
養
の
創
設
（
令

和
９
年
３
月
施
行
を
想
定
）

　

Ｏ
Ｔ
Ｃ
医
薬
品
（
※
）
と
の
代
替

性
が
特
に
高
い
薬
剤
を
用
い
た
療
養

等
に
つ
い
て
、
薬
剤
費
の
一
部
を
保

険
給
付
外
と
す
る
一
部
保
険
外
療
養

が
創
設
さ
れ
ま
す
。

※　

Ｏ
Ｔ
Ｃ
医
薬
品
…
要
指
導
医
薬
品

ま
た
は
一
般
用
医
薬
品
。
医
師
の

処
方
箋
が
な
く
て
も
薬
局
や
ド
ラ
ッ

グ
ス
ト
ア
で
直
接
購
入
で
き
る
市

販
薬
等
で
す
。

⑵　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
お
け

る
金
融
所
得
の
公
平
な
反
映
（
公

布
日
後
５
年
以
内
に
施
行
予
定
）

　

上
場
株
式
の
配
当
等
の
金
融
所
得

は
、
確
定
申
告
の
有
無
に
よ
っ
て
、

窓
口
負
担
割
合
や
保
険
料
が
変
わ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。
こ
う
し
た
不
公

平
の
解
消
の
た
め
、
確
定
申
告
の
有

無
に
か
か
わ
ら
ず
、
窓
口
負
担
割
合

や
保
険
料
の
判
定
に
金
融
所
得
も
含

め
て
判
定
さ
れ
ま
す
（
非
課
税
の
Ｎ

Ｉ
Ｓ
Ａ
は
対
象
外
）。

⑶　

子
育
て
世
帯
の
支
援
強
化
（
令

和
９
年
４
月
１
日
施
行
）

　

国
民
健
康
保
険
に
お
け
る
子
育
て

世
帯
の
保
険
料
負
担
軽
減
策
と
し

て
、
均
等
割
保
険
料
（
税
）
の
５
割

を
軽
減
す
る
措
置
の
対
象
が
、
高
校

生
年
代
ま
で
（
現
行
は
未
就
学
児
ま

で
）拡
充
さ
れ
ま
す
。

⑷　

妊
娠
・
出
産
に
対
す
る
支
援
の

強
化
（
公
布
日
後
２
年
以
内
に
施

行
予
定
）

　

妊
娠
・
出
産
費
用
の
見
え
る
化
を

さ
ら
に
進
め
、
出
産
の
標
準
的
な
費

用
（
手
術
な
ど
が
必
要
に
な
っ
た
場

合
の
追
加
負
担
や
希
望
に
よ
り
選
択

す
る
サ
ー
ビ
ス
を
除
く
）
に
自
己
負

担
が
か
か
ら
な
い
よ
う
に
す
る
な
ど
、

妊
婦
健
診
や
出
産
の
経
済
的
負
担
の

軽
減
を
進
め
、
安
心
し
て
出
産
で
き

る
環
境
整
備
が
行
わ
れ
ま
す
。



10 月号─4

　令和８年６月に労働者数50人未満の事
業場に対するストレスチェック実施義務の
施行期日を定める政令が公布され、施行日
は令和10年４月１日とされました。
　これまで50人未満の事業場は努力義務
でしたが、同日以後は事業場規模にかかわ
らず実施が義務化されることになります。
※　ストレスチェック制度（労働安全衛生
法）とは…労働者が自身のストレス状態
を把握し、メンタルヘルス不調を未然に
防ぐとともに、職場環境の改善につなげ
るための仕組みです。

　小規模事業場では、担当者や代替要員が
限られるため、一人の休職が経営に大きな
影響を与えることがあります。
　メンタルヘルス不調による病休期間は平
均約３か月、復職後に再び病休になる割合

も約半数とされ、職場のメンタルヘルス対
策を経営課題として位置付ける重要性が示
されています（厚生労働省ホームページ）。
　施行日までの準備としては、まず事業者
が制度導入の方針を表明し、実施方法につ
いて労働者の意見を聴き、社内ルールを作
成・周知します。次に、実務担当者を決め、
ストレスチェックの委託先、実施時期、対
象者、調査票、医師の面接指導の依頼先を
整理します。小規模事業場では、労働者の
プライバシー保護の観点から、原則として
外部委託による実施が推奨されています。
　また、個人の結果は本人に直接通知され、
本人の同意なく会社が把握するものではあ
りません。面接指導の申出や結果を理由と
した不利益取扱いも禁止されます。施行日
まで時間がありますので、委託先選定や社
内周知の準備を進めていくとよいでしょう。
　厚生労働省においては、ホームページに「小
規模事業場ストレスチェック制度実施マニュ
アル」が公開されていますので、準備を進
める際の参考になります。

〈ストレスチェック制度〉
令和10年４月から
50人未満事業場も義務化へ

　今年10月１日から、パートタイム・有
期雇用労働者を雇い入れる際の労働条件明
示事項が追加されます。従来の「昇給の有
無・退職手当の有無・賞与の有無」「相談
窓口」に加え、新たに「通常の労働者との
待遇の相違の内容・理由等について説明を
求めることができる」旨を労働条件通知書
に明示する必要があります。
※　上記以外にも雇入れ時の明示事項（契
約期間、就業場所、業務内容、始業・終
業時刻、休憩時間、休日、賃金など）が
ありますので、厚生労働省のモデル様式
を活用し明示事項の漏れが無いよう留意
しながら進めていくとよいでしょう。
　10月以降に使用する通知書の様式を見
直すことのほか、説明を求められた際には、
待遇差の内容や理由、考慮した事項を、資
料を用いた口頭説明または分かりやすい資
料交付等により説明できるよう体制を整え
ておくことも必要です。

10月の労務 ピックアップ  
労働条件通知書の再点検
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